
落札後の手続（自動車）

１ 執行機関に電話連絡

⑴ 入札期間終了後、担当部署が落札者（最高価申込者）又はその代理人等へ
予めログインIDで認証されたメールアドレスに、最高価申込者として決定さ
れた旨の電子メールをお送りします。

⑵ メールに記載された公売担当部署の連絡先に電話連絡し、売却区分番号、
住所（所在地）、氏名（名称）、日中の連絡先等をお伝えください。
買受代金の納付方法等について不明点があれば併せてお問合せください。

２ 公売代金などの納付

⑴ 買受代金納付期限までに公売担当部署が納付を確認できるよう期限に
ゆとりをもって納付してください。

⑵ 買受代金の納付期限は、公売担当部署からお送りする電子メール若しくは
公売物件詳細画面でご確認ください。

⑶ 買受代金の納付方法は以下のとおりです。

⑷ 買受代金納付期限までに公売担当部署が納付を確認できない場合、落札
者は、その物件を買受ることができなくなり、公売保証金は没収されます。

ア 銀行振込

※口座番号はメールでお知らせします。

※振込手数料は、落札者の負担です。

イ 現金書留の送付（買受代金が50万円以下の場合のみ）
※郵送料等は、落札者の負担です。

ウ 郵便為替による納付
※郵便為替で納付する場合は、予め公売担当部署にご相談ください。

エ 現金又は銀行振出小切手の直接持参

※小切手は、電子交換所に加入している銀行が振り出したもので、かつ振出日から
起算して８日を経過していないものに限ります。

※受付時間は平日の９時から17時までです。
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３ 必要書類の提出

⑴ 以下の書類を公売担当部署に提出してください。

ア 公売担当部署が落札者又はその代理人等へ送信したメールをプリントアウトしたもの

イ 落札者が個人の場合、公的機関が発行した住所証明書 ※マイナンバーの記載がないもの

ウ 落札者が法人の場合、法人の商業登記簿謄本等

エ 所有権移転登録請求書

オ 自動車保管場所証明書（車庫証明）

⑵ 必要書類は、郵送若しくは公売担当部署へ直接持参してください。

カ 移転登録当申請書（第１号様式（OCRシート））

キ 自動車検査登録印紙（500円）を貼付した手数料納付書

ク 落札者の印鑑証明書（発行後３ヵ月以内のものに限る）

ケ 郵便切手1,500円程度

（ただし、落札者の使用の本拠の位置を所管する運輸支局・自動車検査登録事務所が、関
東運輸支局栃木運輸支局及び栃木県内自動車検査登録事務所以外で、郵送により差押抹
消登録・移転登録等の嘱託を行う場合）

⑵ 買受代金の納付期限までに納付金額の全額が納付されたことを確認した
後、公売参加申込時に入力された内容及び提出された書類をもって権利移転
の手続きを行います。

４ 公売物件の引渡・登録移転

⑶ 落札者の｢使用の本拠の位置｣を所管する運輸支局・自動車検査登録事務所
が関東運輸支局栃木運輸支局及び栃木県内自動車検査登録事務所以外の場合
は、権利移転手続きを、原則、郵送にて行います。

⑷ 落札者の｢使用の本拠の位置｣を管轄する運輸支局・自動車検査登録事務所
が、前所有者の（落札現在の登録を受けている所有者）と異なる場合、落札
者ご自身で、自身の｢使用の本拠の位置｣を管轄する運輸支局及び自動車検査
登録事務所に該当自動車を持ち込む必要があります。

⑸ 買受代金納付日に公売財産の引渡を受けない場合は、保管依頼書をご提出
ください。なお、この場合別途保管料を負担していただく場合があります。

⑴ 売却決定後、公売担当部署が買受代金の納付を確認した後に引渡を受ける
ことが可能になります。

⑹ 引渡場所は、原則、物件詳細画面の引渡時保管場所となります。



落札者ご本人が買受代金の納付や公売物件の引渡を受けることができない
場合、代理人がそれらの手続きを行うことができます。
代理人がそれらの手続きを行う場合、以下の書類をご提出ください。

５ 代理人が落札後の手続のみを行う場合

ア 委任状 ※必ず落札者本人の印鑑を押印してください。

イ 落札者本人の住所証明書 ※マイナンバーの記載がないもの

ウ 法人の商業登記簿謄本等 ※落札者が法人の場合

エ 代理人が公売担当部署に来庁する場合は、代理人の身分証明書
※落札者が法人で、その法人の従業員の方が買受代金の納付又は公売物件
の引渡を受ける場合も、その従業員が代理人となり、委任状が必要です。


